
 

 
 
                    

 
「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」 

中間とりまとめの公表について  
 

国土交通省は、本年4月より「内航カーボンニュートラル推進に向けた検討会」を設置し、内航海

運分野の低・脱炭素化に向けた検討を行ってまいりました。これまでの計 4 回の検討会にわたる

議論の内容を踏まえ、今般、「中間とりまとめ」を公表いたします。 

昨年秋の菅内閣総理大臣の所信表明演説において、「2050 年にカーボンニュートラルを目指

すこと」が表明されており、CO2 排出削減に向けた取り組みを戦略的に進めていくことが必要です。 

こうしたことを背景に、国土交通省は本年４月から、有識者、関係業界からなる「内航カーボンニュ

ートラル推進に向けた検討会」を開催し、内航海運を取り巻く状況や取り組むべき施策の方向性、

ロードマップなどについて検討を行いました。今般、検討会の結果を踏まえ、「中間とりまとめ」を公

表します。今後、年末の最終とりまとめに向け、引き続き内容の具体化等の必要な検討を行って

まいります。 

【中間とりまとめのポイント】 
〇現状と課題 

 内航海運の CO2 排出量は約 1,038 万 t-CO2（2019 年度、日本全体の 0.93%）。 
 内航船の省エネ・省 CO2 技術の実用化の見通しにくさ、荷主・船主間等の連携、船主の投資

余力の不足などが課題。 

〇内航海運の低・脱炭素化に向けて取り組むべき施策 
 低・脱炭素化船の開発・普及 

（荷主等とも連携した、現在の省エネ船を超える省エネ性能を有する連携型省エネ船の開発

など） 
 運航効率の一層の改善 

（荷役・離着桟設備の自動化・電動化、航海計画支援システムの導入など） 
 省エネ・省 CO2 の「見える化」の推進 

（船舶の燃費性能や運航時の CO2 排出量の評価のあり方の検討など） 

〇内航海運の低・脱炭素化に向けたロードマップ 
 2030 年までの CO2 排出削減に向けて導入される船舶としては、「連携型省エネ船」が中心。 
 2030 年以降は、バイオ燃料への切り替えやゼロエミッション船の導入が進む見込み。 

（参考） 
中間とりまとめに関する資料は、下記 URL からご覧ください。 
https://www.mlit.go.jp/maritime/maritime_tk7_000036.html  
 
 【問い合わせ先】 

海事局 海洋・環境政策課 伊藤、勝田 
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